




































エ ッ セ イ
環境社会配慮と赤道原則



























































































































































































































う。2016 年 11 月４日、パリ協定が発効した。
　世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて２℃以
内に収めるための新たな取組みも目立つ。イギリス、
フランス、中国はガソリン車の販売を止め、電気自動
車に代表される新エネルギー車を普及させる方針を
表明した。昨年 11 月にドイツ・ボンで開催された国
連気候変動枠組条約第 23 回締約国会議（COP23）で
は、英国やカナダなど 20 以上の国や自治体が、石炭
火力発電の廃止を目指す連合組織を発足させた。また、
COP23 開催中にフランス・パリで開かれた首脳級会
合「ワン・プラネット・サミット」で、世界銀行は石
油や天然ガス事業への資金提供を 2019 年に打ち切る
と発表した。これからも様々な取組みが現れるだろう。
　また、この数年の間に、投資マネーの流れが急激に
変化しつつある。いわゆる ESG 投資における運用額
の増加や、世界的な再生可能エネルギー市場の拡大の
ように、マネーが脱炭素社会への投資へと向かい始め
ているのだ。
　赤道原則も、これらの大きな流れにどのような貢献
ができるかを考えなければならない。
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■赤道原則も変わる
　話を赤道原則に戻そう。
　環境社会配慮確認は、プロジェクトが引き起こす
様々な環境社会影響を対象としている。すべてはプロ
ジェクトから始まるのだ。
　2003 年の創設時、赤道原則はプロジェクトコスト
が 50 百万米ドル相当以上のプロジェクトをその適用
対象とすると定めた。2006 年の改訂で、プロジェク
トコストが 10 百万米ドル相当以上のプロジェクトを
その適用対象とするよう下限が引下げられた。更に
2013 年の改訂では、プロジェクトに資金が振り向け
られる企業向け融資の一部まで適用対象が拡大され
た。このように赤道原則は改訂の都度そのカバーする
範囲を広げてきたものの、あくまでも個々のプロジェ
クトをその適用対象とするという考え方に変わりはな
かった。
　繰り返しになるが、現在の環境社会配慮確認は、個々
のプロジェクトが周辺エリアの生態系や地域社会に及
ぼす影響を主に対象としている。言い換えれば、短期、
ミクロの視点からのアプローチである。これは、そも
そも赤道原則が誕生したときの経緯を考えれば当然の
形とも言える。
　だが、現在多くの人々が危機意識を募らせている地
球温暖化の問題に目を転じたとき、時間軸はより長期
に亘り、産業革命以降の人類の活動全般を対象にして
いることからもわかるように、マクロの視点が必要と
されるように考えられる。
　マクロの動きはミクロの総和だけでは推し量れない
ところがある。一つひとつのプロジェクトの赤道原則
遵守を確認しても、その累積はパリ協定の目標達成に
は貢献しない可能性がある。貢献しないばかりか、今
のままの赤道原則ではパリ協定の目標達成の阻害要因
と見なす向きもあるかも知れない。
　昨年 10 月にブラジルで開催された赤道原則協会の
年次総会で、近く赤道原則の３回目の改訂を行うこと
が決まった。パリ協定が改訂の直接の契機ではないが、
時宜を得た決定であろう。
　大切なことは改訂の中身である。適用対象を広げて
いくことはもちろん重要である。プロジェクトがもた
らす影響に対して脆弱な住民に対してより適切な配慮
がされているかを確認することももちろん大切であ
る。しかしながら、その延長線上にパリ協定の目標達
成は見えてこない。個々のプロジェクトに視座を据え
るだけでは捉えられないものがあるのだ。
　枠組みとは理念を形に落とし込んだものと言えるか
もしれない。そうだとするならば、枠組みの改訂に先
立ち、理念の見直しが必要な時期かも知れない。赤道
原則が誕生した当時の理念－プロジェクトが引き起こ
す様々な環境社会影響を回避、回避できない場合は可
能な限り低減するという理念は今でも全く色褪せてい
ない。この理念はそのまま残すべきだ。
　ただ、時代の要請を踏まえると、大袈裟に聞こえる
かもしれないが、人類の恒久的な経済活動に真に寄与
するような新しい理念を打ち立てる時期が来ているよ
うな気がしてならない。一つの提案として、赤道原則
を採択している民間金融機関が、理念としてパリ協定
の目標を共有できるかどうかを自らに問うてみてはど
うか。そして赤道原則協会の総意としてパリ協定の目
標を理念として共有し、それを枠組みに落とし込むと
いう形で改訂を進めてみてはどうだろう。
■終わりに
　独白はそろそろ終わりにしよう。赤道原則を改訂す
る楽しみは、ステークホルダーの声を聞いて、実際に
手を動かして改訂案を起草する人たちのものだ。
　弊行も赤道原則を採択する民間金融機関として様々
な意見を言っていくことになるだろう。90 行を超え
る民間金融機関の総意がどのような姿に結実するか楽
しみだ。
　今般の改訂作業に参画できることは幸せ。次の世代
に胸を張れるようなものに仕上がれば、と願っている。
